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第１回 出雲市特別職報酬等審議会 議事録 

１．開催日時  平成３０年９月２８日（金） １５：４５～１７：１５ 

２．開催場所  出雲市役所６階 委員会室 

３．会議の出席者 

（１）委員（７名） 

 來海公子委員、甲山美紀恵委員、高砂勝行委員、長岡秀治委員、松尾英子委員、 

三吉庸善委員、山本義隆委員 

※欠席者３名（石川寿樹委員、河瀨京子委員、常松道人委員） 

（２）出雲市（９名） 

 長岡市長、伊藤副市長、藤河副市長、小瀧総務部長、片寄人事課長、 

松浦人事課課長補佐、日高人事課係長、田中人事課主任、柳楽人事課主事 

４．次第 

（１）開会・資料確認 

 【資料１】   出雲市特別職報酬等審議会委員名簿 

 【資料２】   出雲市特別職報酬等審議会条例 

 【資料３－１】 出雲市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

 【資料３－２】 出雲市特別職の職員の給与に関する条例 

 【資料４】   出雲市特別職給料等の推移 

類似団体、近隣及び県内８市の特別職給料等の状況 

類似団体、近隣及び県内８市の財政状況 

出雲市財政状況（財政健全化指数）の推移 

（２）長岡市長あいさつ（要旨） 

  審議会の委員は、金融、経済、青年、女性、労働、地域の各分野からお出かけいた

だいている。急なお願いにもかかわらず、快諾していただいたことに感謝申しあげる。 

この報酬審については、平成１７年の２市４町の合併後に開催し、平成２１年、私

が市長に就任したときに開催したが、その後９年間開催していなかった。その間には

大きな動きとして斐川地域との合併があり、本来であれば平成２３年１０月の斐川町

との合併時に、報酬審議会を開催すべきだったが、当時は出雲市全体の財政状況や合

併後の業務整理など、開催のタイミングを逸してきた。そこで、改めてこのタイミン

グでお願いするのは、現在の出雲市の人口規模、財政状況を含めて適正な報酬・給料
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を全国的な視点、山陰としての視点などあらゆる視点で様々な委員の皆様にご審議い

ただきたい。 

それぞれの立場で公平公正な目で見ていただき活発なご議論をお願いしたい。 

（３）委嘱書交付 

 ・長岡市長から委嘱書交付（代表：三吉委員） 

  事務局から委員の紹介 

（４）審議会条例説明 

 ・事務局から審議会条例内容の説明 

（５）審議会の会長選出 

 ・委員の互選により審議会会長を選出 

  委員から三吉委員を推す発言あり。委員一同異議なし。 

  三吉委員を審議会の会長として選出する。 

（６）三吉会長あいさつ（要旨） 

  先ほどは重要な出雲市特別職報酬等審議会委員の委嘱を受けました。大事な使命を

担うからこそ、委員の皆様のいろいろな意見を頂戴できますよう会議を運営していき

たいと考えますので、最後までよろしくお願いしたい。 

（７）会長代理の氏名 

 ・三吉会長から会長代理を指名 

  山本委員を指名し承諾 

（８）諮問 

 ・長岡市長から三吉会長に諮問 

  長岡市長が諮問書を読みあげ、三吉会長へ手渡しする。 

  ※諮問後、長岡市長、伊藤副市長、藤河副市長は他用務のため退席 

（９）会議の公開・非公開の決定 

 ・傍聴者に一旦退席願い、委員により審議会の公開・非公開を決定 

 ※原則公開することを決定。ただし、報酬額の実質的審議については非公開とするこ

ととなった。また、傍聴者の会議資料については会場内での閲覧のみとし、会議終

了後に議事録とともに市のホームページへ掲載することとした。 

傍聴者を再び会場へ招き入れ、会長から決定事項について説明した。 
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（１０）議事 

 ①提出資料についての説明【人事課 片寄課長】 

■議員報酬及び特別職給料について【資料３－１、資料３－２】  

 ・資料３－１出雲市議会議員の報酬を定める条例。条例第２条に基づき議員報酬の月

額は、議長が５３４,０００円、副議長が４６３,０００円、議員４２８,０００円と定

められている。 

 ・資料３－２は出雲市長、副市長、教育長の給料を定める条例。条例第２条に基づき

特別職の給料月額は、市長が９１６,０００円、副市長が７５２,０００円、教育長が

６４３,０００円と定められている。 

 ・議員、特別職ともに条例に規定する額は、平成２１年１１月１日以降改定されてい

ない。 

 ■出雲市の特別職報酬の推移等について【資料４】 

 ・平成１７年３月２２日の２市４町の合併時に、市長は１０１万５千円、副市長は  

８６万円、教育長は ７３万５千円、議長は５７万９千円、副議長は５０万２千円、

議員は４６万４千円の特別職給料、議員報酬が定められた。 

・合併協議において、「合併後に速やかに報酬等審議会を設置し、報酬額について審議

すること」とされ、平成１７年度の報酬審議会では、人事院勧告に伴う「給与構造

の抜本的改革」により一般職の給料表が見直される時期に呼応し、特別職及び議員

についても、５～８％給料・報酬を減額する答申が出され、平成１８年１月から特

別職の給料・報酬を減額改定している。 

・平成２１年度は、市長の施政方針として「行財政改革について、速やかに報酬審議

会の意見を伺って報酬見直しを行う」ことが示され、報酬審議会を開催した。当時

の経済状況や本市の財政の健全化を示す実質公債費比率、将来負担比率などの指数

や予算支出に占める経常的支出の割合も高くなっていたこと、類似団体や近隣自治

体の特例減額（給料カット）の実施状況から３～５％減額する答申が出され、平成

２１年１１月から減額改定を行っている。これが現在の報酬及び給料額である。 

・その後は、報酬等審議会を開催していないが、平成２５年に当時の社会情勢及び経

済情勢の悪化により税収増加が見込めないことや、本市の財政状況が毎年悪化する

傾向が続いていたことから、市長、副市長、教育長の給料月額及び期末手当を減額

するため、特例条例を制定し、市長はマイナス１５％、副市長はマイナス１２％、

教育長はマイナス１０％の給料の特例減額を行ってきた。（平成２５年４月１日から

平成２９年３月３１日までの４年間） 

・議員も同様に、マイナス３％の報酬月額の特例減額を行い財政の健全化に努めてき

た。（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの１年間） 

・市長、副市長、教育長にかかる特例減額は、平成２９年３月３１日に終了したが、

本市の財政健全化、行財政改革を更に進めていくという意向により、新たに特例条

例を制定し、市長はマイナス１０％、副市長はマイナス７％、教育長はマイナス５％
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の給料月額を減額する特例減額を行っている。（平成２９年７月１日から平成３３年

３月３１日までの間） 

・特例減額とは、本来の給料等月額は変更せずに、減額する期間及び減額する率を定

めた特別条例を制定して行うものであり、出雲市における現在の議員報酬、特別職

給料は、斐川町と合併する以前の平成２１年１１月１日に改定し条例に既定した額

である。 

・中段の表は、市長の支給額を１００とした場合の、副市長、教育長、議員の給料・

報酬の割合を示したもので、役職ごとの支給割合は、副市長がおおむね８０％台、

教育長がおおむね７０％台、議長が５０％台後半、副議長がおおむね５０％、議員

が４０％台後半となっており、本市、近隣、類団、８市ともに極端な差異は見られ

ない。 

・下段の表は、一般職の給料の推移を示したもので、一般職の給料は、特別職の給料・

報酬とは違い、民間の賃金引上げ状況やボーナスの支給状況を反映した「国の人事

院勧告」や「島根県人事委員会勧告」及び「地域経済の状況」を参考に改定を行っ

ている。 

・平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの３年間は、本市の特別職と同

様に一般職も給料の特例減額（給料カット）を行った。（マイナス０.５～８％） 

・本年８月１０日の人事院勧告では、基本給は平均０．２％の増、一時金は０．０５

月引き上げとする勧告がされており、民間賃金の引き上げ状況を反映して平成２６

年度以降、５年連続で基本給と一時金を増額する勧告内容となっている。 

■類似団体、近隣及び県内８市の特別職給料等の状況 

・条例に規定する給料・報酬額の比較では、市長は類団２０団体中、最下位、副市長

は最下位。教育長は１８番目である。 

・議員報酬については、議長は１９番目、副議長は最下位、議員１９番目となってい

る。 

・人口が１０万人以上の近隣市との比較では、本市の市長、副市長、議長、副議長、

議員のいずれも、鳥取市、松江市、米子市に次ぐ額となっている。 

・類似団体の議員定数は、最小２２人、最大３２人、平均２８人となっている。 

・本市の議員定数は、平成３０年９月定例議会において議員定数を２人削減する条例

が可決され次回の任期（平成３３年４月改選）から３０人となる予定である。 

■給与カットの状況 

・今回調査した２９団体のうち、市長、副市長、教育長の給料について減額を行って

いる自治体は１０団体、議員報酬の減額を行っているのは１団体であった。 

・平成２１年度の報酬審議会における同様の調査では、多数の自治体で特例減額を行

う傾向にあったが、現在は減少または減額率の縮小を行う傾向にある。 

・特例減額の理由は、自治体ごとに異なっており、財政難や行財政改革、あるいは首

長の意向など政策的な意味合いのものなどが理由とされている。 



5 

・特例減額については、財政健全化を進める手段の一つとして行われることが多く、

本来の給料・報酬月額を変更せずに、減額率や額について、期限を区切って実施さ

れる。 

■類似団体、近隣及び県内８市の財政状況 

・類似団体とは全国の自治体を人口と産業構造により分類するもので、地勢や財政状

況、財政力などは考慮されない。これまでの報酬等審議会においても類似団体につ

いて、比較資料の一つとして、財政状況、特別職給料・議員報酬等を参考にしてき

た。 

・平成２８年度決算における出雲市の実質公債費比率は１７．２％、将来負担比率は

１６７．２％、起債残高は１，０６１億６千８百万円、基金残高は、１１０億８千

７百万円である。 

・本市の財政力指数は、平成２８年決算で０．５２である。 

■出雲市財政状況（財政健全化指数）の推移 

・本市の財政状況は、実質公債費比率や将来負担比率が全国ワースト１０位に入るな

ど、毎年悪化する傾向が続いていた。 

・そのため、本市では行財政改革のもと、財政健全化に向けて特別職給料・議員報酬

の引き下げ改定や特例減額、一般職給料の特例減額などの施策を行う一方、平成２

７年１２月に出雲市財政計画を策定し、全庁挙げて財政健全化に取り組んできた。 

・その結果、平成２９年度末現在では、実質公債費比率１６．４％、将来負担比率   

１６５．４％、市債残高１，０１９億９千６百万円となり、いずれの数値も改善傾

向にある。（平成２８年度にはワースト１０を脱出） 

・財政健全化は継続して取り組んでいく課題であり、出雲市財政計画では、平成３７

年度に実質公債費率１５％未満、将来負担比率１５０％未満、市債残高８００億円

程度を目標に、引き続き行財政改革を進めている状況である。 

②提出資料に係る質疑 

【委  員】 財政状況について良くはなっているが、類団の順位も最下位。かな

り厳しいと思う。この資料を背景に審議していくものか。実質公債

費率の危険度はどのくらいか。 

【事 務 局】 ２５％未満が健全とされています。 

【会  長】 出雲市が第二の夕張市などと言われていたのはいつ頃か。 

【事 務 局】 平成２０年度から平成２１年度にかけてです。 

【委  員】 審議会の委員に求めるのはどういった意見か。県内で人口が増加し 

ているのは出雲市だけ。今の市長給与は低いと思う。働きに見合っ 

た給与が必要で、多少のアップは必要と思う。 

【委  員】 特例減額は有るものと思って判断するのか。例えば給料・報酬をア 

ップしても特例減額は続くのか。 
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【事 務 局】 特例減額ありきではない。市長の考えで、特例減額は続くものであ

ると思われるが、基本は現在の出雲市として適正な給料、報酬はい

くらなのか判断いただきたい。 

【委  員】 平成２１年から審議会が開催されていないのはなぜか。 

【事 務 局】 いつ開催するのかは決まっていない。今回は９年ぶりとなったが本

来は斐川町との合併時にすべきだったと思う。合併以降は経済状況

などでそのままとなっていた。 

【委  員】 市長の一時金や退職金の基本額は特例減額前（条例上の額）なのか。

また、判断資料として特別会計の状況も必要と思われる。 

【事 務 局】 今の特例減額では一時金の基本額は、条例に規定する額がベースと

なっている。ただし、前回の特例減額では一時金も減額していた。

退職金は条例上の額が基本。特別会計の決算資料は次回の審議会の

際に提示する。 

【委  員】 今日の資料を見ると上げても良いように思うが、その他の資料も確

認してから議論をすべきと思う。 

【委  員】 出雲市の税収はいくらか。税収が増えるような施策が望まれる。類

似団体は財政状況が良いところばかり。近隣３市（松江、鳥取、米

子）と比べるべきではないか。給料・報酬をアップしたときのシミ

ュレーションも必要と思われるが。 

【事 務 局】 税収は、２１２億円である。シミュレーションは次回用意する。 

【会  長】 今後の全体の流れを事務局はどのように考えているか。 

【事 務 局】  ３回ないし４回程度で審議をお願いしたい。 

今回要望のあった資料を次回提示する。 

（１１）その他 

  【事 務 局】 次回は１０月１６日（火）を予定している。欠席の委員とも調整の

うえ改めて連絡する。 

以上 


